
農林水産公共事業コスト構造改善の
平成22年度取組実績について

平成23年12月26日
農 林 水 産 省

○ 公共事業のコスト縮減については、平成12年９月に農林水産省「新コス
ト縮減計画」を策定し、さらに、平成15年度に農林水産公共事業「コスト
構造改革プログラム」を策定し、公共事業についてすべてのプロセスをコ
ストの観点から見直す取組を行ってきました。

この結果、平成19年度までに、平成14年度と比較した総合コスト縮減率
は14.2％と政府全体の縮減率14.0％を上回る縮減を達成しました。

平成20年度からは、これまでの取組に加えて、コストと品質の両面を重
視した農林水産公共事業「コスト構造改善プログラム」を策定し、平成24
年度までの５年間で、平成19年度と比較して、15％の総合コスト改善率達
成を目標として現在取り組みを進めています。

○ 平成22年度における、平成19年度と比較した総合コスト改善率は 8.8%
となりました。

<平成22年度総合コスト改善率>
・ 総合コスト改善率

改善率：8.8%(政府全体8.5%) 改善額：140億円(政府全体 2,870億円)

・ 物価等の変動を含めた改善率

改善率：7.6%(政府全体7.3%) 改善額：122億円(政府全体 2,500億円）

※ 総合コスト改善率は、全省庁が共通の考え方で算定作業を実施しており、平成19年度における標準

的な公共事業のコストと比較している。

※ 物価等の変動を含めた改善率とは、総合コスト改善率に、建設工事に使用する建設資材費・労務費

の基準年度（平成19年度）に対する当該年度（平成22年度）の物価変動分を考慮した改善率である。

<内訳>

・農村振興局

総合コスト改善率 8.0% 改善額 62億円

物価変動を含めた改善率 6.8% 改善額 53億円

・林野庁

総合コスト改善率 9.6% 改善額 77億円

物価変動を含めた改善率 8.4% 改善額 68億円

・水産庁

総合コスト改善率 7.6% 改善額 78百万円

物価変動を含めた改善率 6.4% 改善額 67百万円



－お問い合わせ先－

大臣官房予算課

担当者：予算編成第２班 高橋、萩尾

代表：03-3502-8111（内線3165）

ダイヤルイン：03-3501-3717

（農業農村整備事業等コスト構造改善について）

農村振興局整備部設計課

担当者：積算基準班 山田、中村（内線5569）

ダイヤルイン：03-3591-5798

（林野公共事業コスト構造改善について）

林野庁森林整備部計画課

担当者：設計基準班 梅木、田村（内線6147）

ダイヤルイン：03-3502-6882

（水産関係公共事業コスト構造改善について）

水産庁漁港漁場整備部整備課

担当者：設計班 三上、篠崎（内線6880）

ダイヤルイン：03-6744-2390
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農業農村整備事業等コスト構造改善の 

平成２２年度取組実績について 
 

平成 23 年 12 月 
農村振興局 

 

農村振興局では、公共工事のコスト縮減の取り組みとして、平成１２年

度に策定した「農業農村整備事業等の新コスト縮減計画」に加え、平成１

５年度からは、「農業農村整備事業等コスト構造改革プログラム」を策定

し、事業の全てのプロセスをコストの観点から見直す取り組みを行ってき

ました。 

その結果、平成１９年度までに、平成１４年度と比較した総合コスト縮

減率は１４．２％となりました。 

さらに、平成２０年度からは、これまでの取り組みに加えて、コストと

品質の両面を重視した「農業農村整備事業等コスト構造改善プログラム」

（以下「プログラム」という。）を策定し、平成２０年度から平成２４年

度までの５年間で、平成１９年度と比較して、１５％の総合コスト改善率

を達成することを目標としています。 

プログラムでは、「実施状況については、コスト構造改善の着実な推進

を図る観点から、適切にフォローアップし、その結果を公表する」ことと

しており、今回、プログラムの３年目として、平成２２年度の実施状況を

取りまとめましたので報告いたします。 

農業農村整備事業等コスト構造改善の平成２２年度の実績は、以下のと

おりです。 

 

１．平成２２年度総合コスト改善率 

 

農業農村整備事業等（直轄）の平成２２年度実績 

総合コスト改善率 ８．０％ 改善額：６２億円

物価等の変動を含めた改善率 ６．８％ 改善額： ５３億円

                 ⇒詳細＜参考１＞Ｐ農－３ 
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２．「農業農村整備事業等コスト構造改善」の取組概要 

（１）効率性の向上 

○事業評価を厳格に実施し、事業実施地区を採択【２）事業の重点化・集中化】 

・新たな費用対効果算定手法による効果の適切な把握及び多段階による総合的な

評価により、直轄事業の事前審査を１２地区実施し、事業実施地区を採択。 

 

○事業を取り巻く情勢の変化を踏まえた事業再評価及び事業完了後の事業効果

を確認する事後評価を実施【２）事業の重点化・集中化】 

・直轄事業の事業再評価５地区、事後評価１３地区を実施。 

 

（２）資源・環境対策の推進 

○既設ブロックを護岸の根固工として利用【１）資源循環の促進】  

・鬼怒川南部地区（栃木県）の工事において、現場内に存置していた既設ブロッ

クについて産業廃棄物処理する計画としていたが、現場内で破砕機にて取り壊し、

護岸の根固工の中詰材として利用し、産業廃棄物処理費を低減したことにより、

約１６％のコスト改善。⇒詳細＜参考２＞Ｐ農－４ 

 

○建設発生土を改良し盛土材として利用【１）資源循環の促進】 

・筑後川下流左岸地区（福岡県）の工事において、建設発生土を他機関との連絡

調整により受入地を確保し、利活用を図る計画としていたが、建設発生土を現場

内にて石灰材と混合処理し、盛土材として利用することで、建設発生土の運搬・

埋戻材の購入費を低減したことにより、約６％のコスト改善。⇒詳細＜参考２＞Ｐ農

－５ 

 

（３）計画・設計・施工・管理の最適化 

○既設開水路の撤去範囲の見直しによるコスト縮減【１）計画・設計・施工の最適化】

・両総地区（千葉県）の工事において、水路の新設に伴い不要となった開水路を、

従来の全面的な取り壊し・撤去の計画から、跡地利用に合わせて一部現場に存置

する計画に変更し、水路の撤去費等を低減したことにより、約６％のコスト改善。

⇒詳細＜参考２＞Ｐ農－６ 

 

（４）地域特性の重視 

 

 

 

 

 

 

（５）透明性の向上 

 

 

 

 

○入札契約情報をインターネットで公表【１）事業プロセスの徹底した公開】 

・競争参加資格者情報、工事等の発注予定情報､入札の公告､入札の結果及び入札

監視委員会の審議概要等をインターネットで公表。 

○農家や地域住民が労力を提供する直営施工方式を実施【１）オーダーメイド原則の

導入】 

・請負工事により施工していた施設周辺整備等について、農家・地域住民の参加

による直営施工方式として１４件の取組を実施し、工事費を低減。 
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＜参考１＞ 

○総合コスト改善率の内訳 

１．総合コスト縮減のこれまでの経緯 

総合コスト縮減率（平成 15 年～（基準年：平成 14 年度）） 

○農業農村整備事業等 

 H15年度 H16年度 H17 年度 H18 年度  H19 年度  

縮減率 
総合コスト縮減率 4.5% 7.2% 10.8% 12.6％ 14.2％ 

物価等の変動含み 5.7% 8.2% 11.3% 11.8％ 12.5％ 

 注１） 縮減率は、平成１４年度における標準的な公共事業のコストを基準とし、各年度毎に、施策適用がなかった  

場合における仮想的な工事積算額と実際の積算額との比較により効果を計上している。 

 

２．総合コスト改善率（平成 20年～（基準年：平成 19 年度）） 

 H20 年度 H21 年度 H22 年度

改善率 
総合コスト改善率 5.2％ 7.7％ 8.0%

物価等の変動含み 2.4％ 6.6％ 6.8%

 注１） 改善率は、平成１９年度における標準的な公共事業のコストを基準とし、各年度毎に、施策適用がなかった  

場合における仮想的な工事積算額と実際の積算額との比較により効果を計上している。 

 

３．平成２２年度における総合コスト改善率の内訳 

 
 

 

 

 

 

 

 

※１ 物価等の変動率とは、基準年度（平成１９年度）に対する当該年度（平成２２年度）の建設工事に使用する

資材費・労務費の物価変動率。 

Ｈ２２ 
総合コスト改善率 

工事コスト
構造の改

善による効
果 

ライフサイク
ルコスト構造
の改善によ

る効果 

社会的コスト
構造の改善に

よる効果 
 

合計
（総合コスト 

改善率） 
 

物価等の変
動率※１ 

合計 
（物価等の変

動を含めた
改善率） 

農業農村整備事

業等 
7.7% 0.3% 0% 8.0% -1.2% 6.8% 



「農業農村整備事業等コスト構造改善プログラム」
【 施策名： （２）資源・環境対策の推進 １）資源循環の推進 】

事業名：鬼怒川南部国営造成土地改良施設整備事業（鬼怒川南部地区）

建設副産物の発生抑制と再利用化建設副産物の発生抑制と再利用化
き ぬ が わ な ん ぶ き ぬ が わ な ん ぶ

事業名：鬼怒川南部国営造成土地改良施設整備事業（鬼怒川南部地区）

工事名：勝瓜頭首工護床工改修建設工事

概 要：現場内に存置していた既設ブロックについて、産業廃棄物処理する計画としてい
たが、現場内で破砕機にて取り壊し、護岸の根固工の中詰材として利用した。

ゆう
効 果： ○既設ブロックを中詰材として利用することで資源の有効利用が図れた。

○従来方式と比較し、ブロックの産業廃棄物処理費等が削減。
（改善額 約２６百万円 改善率 約１６％）

農

（改善額 約２６百万円、改善率 約１６％）

現場にて
取壊し

既設ブロックの一部を根固め工の中詰
材（コンクリート殻）として再利用

既設ブロック

農
－
４

取壊し 材（ ンクリ 殻） し 再利用
（処分量3,500m3のうち2,900m3を利用）

袋型根固工

【新方式】

＜

【新方式】

【従来方式】

ク ト殻を処理場ま 運搬 産業廃棄物

＜
参

考
－

農林水産省 関東農政局 利根川水系土地改良調査管理事務所

取壊し状況 再利用状況

コンクリート殻を処理場まで運搬・産業廃棄物
処理を実施（処理量 Ｖ＝約3,500m3）

２
＞

とねがわすいけい



「農業農村整備事業等コスト構造改善プログラム」
【 施策名：（２）資源・環境対策の推進 １）資源循環の促進】

事業名：筑後川下流左岸農地防災事業（筑後川下流左岸地区）

【 施策名 （ ）資源 環境対策 推進 ）資源循環 促進】

建設発生土を改良し盛土材として利用建設発生土を改良し盛土材として利用
ちくごがわかりゅうさがん ちくごがわかりゅうさがん

事業名：筑後川下流左岸農地防災事業（筑後川下流左岸地区）
工事名：下久末線（栄工区）工事 他２０件
概 要：水路掘削により発生する建設発生土を、当初他機関との連絡調整により、受入地を確保し、

建設発生土の利活用を図る計画としていたが、建設発生土を現場内にて石灰材と混合処理
し 盛土材として利用する計画に見直し

○建設発生土を改良・活用することで、資源の有効利用が図れた。

○従来方式と比較し、建設発生土の運搬・埋戻材の購入費が削減。

し、盛土材として利用する計画に見直し。

効 果：

農

（改善額 約１４９百万円、改善率 約6％）

【従来方式】 【新方式】

農
－
５

泥土を掘削し、受入地に運搬、盛土材を購入
す 計

泥土を掘削・現場内にて石灰材と混合処理し
する計画 盛土材として利用する計画

掘削作業 掘削作業受入地へ運搬 発生土で盛土

農林水産省 九州農政局 筑後川下流左岸農地防災事業所

土質改良作業購入土で盛土 施工完了

ちくごがわかりゅうさがん



「農業農村整備事業等コスト構造改善プログラム」
【 施策名：（３）計画・設計・施工・管理の最適化 １）計画・設計・施工の最適化 】

既設開水路の撤去範囲の見直し既設開水路の撤去範囲の見直し

【 施策名：（３）計画・設計・施工・管理の最適化 １）計画・設計・施工の最適化 】

事業名：両総農業水利事業（両総地区）
工事名：南部幹線用水路旧施設撤去整備工事
概 要：水路の新設に伴い不要となった開水路を、従来の全面的な取り壊し・撤去の計画か

りょうそう りょうそう

効 果：○施工区間は住宅やホテル等が隣接する市街地であり、周辺環境への影響を低減。

概 要 水路 新設 伴 不要 な 開水路 、従来 的な取り壊 撤去 計
ら、跡地利用に合わせて一部現場に存置する計画に変更した。

農 効 果 ○施 間 住宅やホテ 等 隣接する市街 あり、周辺環境 影響を低減。
○従来工法と比較して、水路の撤去費、産業廃棄物処理費等が削減。

（改善額 ４百万円、改善率 約６％）

農
－
６

既存開水路を部分撤去（計画盛土高-
20ｃｍ以深を現場に存置）

既設開水路を全面的に撤去

取壊し 取壊し

1.50％1.50％ 1.50％1.50％

取壊し 取壊し

【従来方式】 【新方式】

埋戻し

盛　土

1：
1.
5

1：
1.
5

盛　土

盛　土

2400 500500

存置

農林水産省 関東農政局 両総農業水利事業所

埋戻し 存置

りょうそう
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＜参考３＞ 

「農業農村整備事業等コスト構造改善プログラム」施策一覧 

（１）効率性の向上 

１）合意形成・協議・手続きの改善 

 施策 1：各事業における構想段階からの合意形成手続きを推進する。 

施策 2：協議・手続きの点検・検討を行い、関係機関との調整も含め、その迅速化・簡素化を図る。 

２）事業の重点化・集中化 

施策 3：事業評価を厳格に実施し、事業採択地区を厳選する。 

施策 4：徹底した工期管理による効果の早期発現を図る。 

施策 5：工事箇所の集中化により主要施設の早期完成を促進する。 

    施策 6：事業を取り巻く情勢の変化を踏まえた事業再評価及び事業完了後の事業効果を確認する事後評価を実施

する。 

（２）資源・環境対策の推進 

１）資源循環の促進 

 施策 7：地域に賦存するバイオマス等の循環利用を促進する。 

施策 8：建設副産物対策として、発生抑制や現場発生材を再生処理し、再資源化及び利用を促進する。 

２）環境対策の推進 

施策 9：「地球温暖化防止森林吸収源 10 カ年対策」の一環として、間伐材の積極的な活用を促進する。 

施策 10：農業・農村が有する多面的機能が適切かつ十分に発揮されるよう配慮する。 

   施策 11：農林水産省生物多様性戦略に基づき、生物多様性に、より配慮した農業農村整備事業を展開する。 

施策 12：自然エネルギーの有効活用を促進する。 

（３）計画・設計・施工・管理の最適化 

１）計画・設計・施工の最適化 

 施策 13：設計基準類の見直しをする。 

施策 14：弾力的な計画・設計を促進する。 

施策 15：設計ＶＥによる計画・設計の見直しを推進する。 

      施策 16：関係府省との連携により効率的な整備を推進するとともに、工事実施段階においても事業連携等を推進する。 

      施策 17：計画・調査・設計と施工・管理の各段階での情報共有・確認を行い、良質な構造物の設計施工の促進を図る。 

２）民間技術の積極的な活用 

 施策 18：施設の計画・設計に民間等が開発した新技術を積極的に活用する。 

施策 19：官民の連携による技術開発を推進し、開発された技術について広く普及を 図る。 

     施策 20：ライフサイクルコストを縮減する技術開発を推進するとともに、維持管理費の低減を図る新技術を積極的に導入 

する。 

３）社会的コストの低減 

施策 21：地球温暖化対策を一層推進する。（工事に伴う温室効果ガス（CO2）排出の抑制） 

     施策 22：社会的影響の低減を図る。（騒音・振動等の抑制・大気環境に与える負荷の低減、工事による渋滞損失の低減・ 

事故の防止） 

４）既存施設の効率的な保全管理 

 施策 23：既存施設の長寿命化を図り、ライフサイクルコストを低減することを通じ、効率的な更新整備や保全管理を進める。 

（４）調達の最適化 

１）電子調達の推進 

 施策 24：入札・契約における情報通信技術の活用を推進する。 

施策 25：CALS/EC の推進により調達プロセスを支援する。 
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２）入札・契約の見直し 

施策 26：民間の技術力を積極的に活かす多様な入札契約方式の採用、拡大を図る。 

施策 27：企業の持つ技術力の適正な評価を行う。 

     施策 28：業務及び工事の成果物の品質を確保するため、成績評定において請負業者の技術力を重視した評価を実施する。 

施策 29：発注者及び受注者のコスト意識の向上等を図る。 

施策 30：民間の資金・能力を活用する整備手法を導入し、推進する。 

施策 31：複数年にわたる工事の円滑な執行のための手続きを改善する。 

施策 32：公共工事等の品質確保を推進する。 

３）積算の見直し 

施策 33：ユニットプライス型積算方式や市場単価方式を適用拡大する。 

施策 34：市場を的確に反映した積算方式を整備する。 

（５）地域特性の重視 

１）オーダーメイド原則の導入 

 施策 35：営農の進展等地域の意向に応じた段階的な整備手法に取り組む。 

    施策 36：農家や地域住民等多様な主体の参加による労力提供と創意工夫により低コスト整備手法を推進する。 

２）地域の発想の重視 

施策 37：関係機関・府省の施策連携を積極的に行い、住民参加による地域構想を実現する。 

（６）透明性の向上 

１）事業プロセスの徹底した公開 

 施策 38：事業計画の事前公表と住民意見の聴取等、地域に開かれた事業として実施する。 

施策 39：進捗状況等を常に公表し、透明性を確保しつつ事業を実施する。 

施策 40：入札契約情報を逐次インターネットで公開する。 
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林野公共事業コスト構造改善の 

平成２２年度取組実績について 
 

平成 23 年 12 月 
林 野 庁 

 

林野庁では、公共工事のコスト縮減の取組として、平成１２年度に策定

した「森林整備事業等の新コスト縮減計画」に加え、平成１５年度からは、

「林野公共事業コスト構造改革プログラム」が策定され、事業の全てのプ

ロセスをコストの観点から見直す取組が行われてきました。 

その結果、平成１９年度までに、平成１４年度と比較した総合コスト縮

減率は１４．２％となっております。 

さらに、平成２０年度からは、これまでの取組に加えて、コストと品質

の両面を重視した「林野公共事業コスト構造改善プログラム」（以下「プ

ログラム」という。）を策定し、平成２０年度から平成２４年度までの５

年間で、平成１９年度と比較して、１５％の総合コスト改善率を達成する

ことを目標としています。 

プログラムでは、「実施状況については、コスト構造改善の着実な推進

を図る観点から、適切にフォローアップし、その結果を公表する」ことと

しており、今回、平成２２年度の実施状況を取りまとめましたので報告い

たします。 

林野公共事業コスト構造改善の平成２２年度の実績は、以下のとおりで

す。 

 

１ 平成２２年度総合コスト改善率 

 

林野公共事業（直轄）の平成２２年度実績 

総合コスト改善率 ９．６％ 改善額：７７億円

物価等の変動を含めた改善率 ８．４％ 改善額： ６８億円

                 ⇒詳細＜参考１＞林－３ 
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２ 「林野公共事業コスト構造改善」の取組概要 

（１）効率性の向上 

○事業評価を厳格に実施し、事業地区を厳選する。【２）事業の重点化・集中化】 

・直轄事業の内、事前審査の対象となる１６件について、チェックリストを活用

して審査を行い、事業実施地区を厳選した。 

 

（２）資源・環境対策の推進 

○現地発生材を利用したコスト縮減【１）資源循環の促進】 

・渓間工において、中詰材に現地発生材を使用することにより､中詰材を購入す 

る場合と比較して、コスト改善率が１９％となった。⇒詳細＜参考２＞林－４ 

 

（３）計画・設計・施工・管理の最適化 

○アーチコルゲート工法の採用【１）計画・設計・施工の最適化】 

・橋梁工において､アーチカルバートを使用することにより､工期の短縮が図られ

るとともに､鉄筋コンクリート橋と比較して､コスト改善率が２５％となった。 

⇒詳細＜参考２＞林－５ 

 

（４）調達の最適化 

○入札・契約の見直し【２）入札・契約の見直し】 

・工事の入札は、原則として総合評価落札方式により実施した。 

 

（５）地域特性の重視 

○地域の発想の重視【１）地域の発想の重視】 

・地域住民やボランティアの参加による 森林整備等を実施した。 

 

（６）透明性の向上 

○入札契約情報をインターネットで公表【１）事業プロセスの徹底した公開】 

・競争参加者情報、工事等の発注予定情報､契約状況、入札監視委員会の審議概 

要などをインターネットで逐次公表した。 
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＜参考１＞ 

○総合コスト改善率の内訳 

１  工事コストの縮減のこれまでの経緯 

総合コスト縮減率（平成 15 年～（基準年：平成 14 年度）） 

 H15年度 H16年度 H17 年度 H18 年度  H19 年度  

縮減率 
総合コスト縮減率 3.7% 5.1% 9.5% 12.0％ 14.2％ 

物価等の変動含み 4.9% 6.1% 10.0% 11.2％ 12.5％ 

 注１） 縮減率は、平成１４年度における標準的な公共事業のコストを基準とし、各年度毎に、施策適用がなかった  

場合における仮想的な工事積算額と実際の積算額との比較により効果を計上している。 

 

２  総合コスト改善率（平成 20年～（基準年：平成 19 年度）） 

 H20 年度 H21 年度 H22 年度

改善率 
総合コスト改善率 4.2％ 6.7％ 9.6％

物価等の変動含み 1.4％ 5.6％ 8.4％

 注１） 改善率は、平成１９年度における標準的な公共事業のコストを基準とし、各年度毎に、施策適用がなかった  

場合における仮想的な工事積算額と実際の積算額との比較により効果を計上している。 

 

３  平成２１年度における総合コスト改善率の内訳 

 

※ １ 物価等の変動率とは、基準年度（平成１９年度）に対する当該年度（平成２２年度）の建設工事に使用す

る資材費・労務費の物価変動率。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｈ２２ 
総合コスト改善率 

工事コスト
構造の改

善による効
果 

ライフサイク
ルコスト構造
の改善によ

る効果 

社会的コスト
構造の改善に

よる効果 
 

合計
（総合コスト 

改善率） 
 

物価等の変
動率※１ 

合計
（物価等の変

動を含めた
改善率）

林野公共事業 6.8% 2.8% 0.0% 9.6% -1.2% 8.4%



「林野公共事業コスト構造改善プログラム」
【 施策名 ２資源 環境対策の推進 (１)資源循環の促進】

現地発生材を利用したコスト縮減

【 施策名 ２資源・環境対策の推進 (１)資源循環の促進】

工事名：山王谷(池合谷)第１号渓間工事
概 要： （従来） （新）

中詰材に購入材を使用 → 中詰材に現地発生材を使用

○現地の玉石等をスケルトンバケ トにより選別し 中詰材として利用することに効 果 ○現地の玉石等をスケルトンバケットにより選別し、中詰材として利用することに
より工事費コストを縮減。

○近接地(林道等)からも材料を集積、一部は破砕し中詰材として利用。
材料費１，７３２千円から１，４０８千円に縮減（集積、破砕、バケット賃料を含む）
（改善額 ３２４千円 改善率１９％）

効 果

林

（改善額 ３２４千円 改善率１９％）

中詰材料の選別

材料投入

－
4

中詰材料の選別

大径のものは20～
30cm程度に破砕

＜
参
考

林野庁 近畿中国森林管理局

考
２
＞



「林野公共事業コスト構造改善プログラム」
【施策名 ３計画 設計 施工 管理の最適化 (1)計画 設計 施工の最適化】

アーチコルゲート工法の採用

【施策名 ３計画・設計・施工・管理の最適化 (1)計画・設計・施工の最適化】

工事名：後野林道新設工事
概 要： （従来） （新）

鉄筋コンクリート橋（床版）による施工 → アーチコルゲート工法による施工

ゲ効 果 ○鉄筋コンクリート橋に代えて、アーチコルゲート工法とすることにより工事費の縮減
が図られた。

○また、鉄筋コンクリート橋に比較して工事期間の短縮が図られた。
直接工事費 ５，８００千円から４，３００千円に縮減。
（ 善額 善率 ％）

効 果

林

（改善額１，５００千円 改善率２５％）

施工中 完 成

林
－
5

林野庁 九州森林管理局
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＜参考３＞ 

「林野公共事業コスト構造改善プログラム」施策一覧 

（１）効率性の向上 

１）合意形成・協議・手続きの改善 

 施策 1：各事業における構想段階からの住民意見の反映を推進する。 

施策 2：関係機関とも調整し、協議・手続の迅速化・簡素化を図る。 

２）事業の重点化・集中化 

施策 3：事業評価を厳格に実施し、事業地区を厳選する。 

施策 4：工期管理を行う時間管理原則を徹底する。 

施策 5：工事箇所の集中化により主要施設の早期完成を促進する。 

    施策 6：事業評価（期中の評価及び完了後の評価）の厳格な実施による透明性及び客観性の向上を図る。 

（２）資源・環境対策の推進 

１）資源循環の促進 

 施策 7：現場発生材の利用を促進する。 

２）環境対策の推進 

施策 8：「地球温暖化防止森林吸収源１０ヵ年対策」の一環として、国産材の利用を促進する。 

施策 9：農林水産省生物多様性戦略に基づき生物多様性の保全に、より配慮した事業を展開する。 

（３）計画・設計・施工・管理の最適化 

１）計画・設計・施工の最適化 

 施策 10：設計基準類の性能規定化や限界状態設計法の導入を図る。 

施策 11：技術の動向等を踏まえて、標準的な設計手法を見直す。 

施策 12：弾力的な計画・設計を促進する。 

２）民間技術の積極的な活用 

施策 13：施設の計画・設計・施工に民間等が開発した新技術を積極的に活用する。 

３）社会的コストの低減 

施策 14：社会的影響の低減（騒音・振動等の抑制・大気環境に与える負荷の低減、工事よる事故の防止等）を 

図る。 

４）既存施設の効率的な保全管理 

 施策 15：施設の耐久性向上に係る技術の高度化を図る。 

（４）調達の最適化 

１）電子調達の推進 

 施策 16：工事情報の電子化の導入を検討する。 

２）入札・契約の見直し 

施策 17：民間の技術力を積極的に活かす多様な入札契約方式の導入を推進する。 

施策 18：国庫債務負担行為の活用を推進する。 

施策 19：業務・工事の入札において電子入札を促進する。 

３）積算の見直し 

施策 20：ユニットプライス積算方式の導入を検討する。 

施策 21：市場単価方式の拡大を図る。 

施策 22：資材単価等の見積徴収方式の活用や資材単価等の市場性を反映させる方式について検討する。 

（５）地域特性の重視 

１）地域の発想の重視 

 施策 23：関係機関との政策連携を行うとともに、地域住民やボランテイアの参加により森林を整備する。 
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（６）透明性の向上 

１）事業プロセスの徹底した公開 

 施策 24：進捗情報等を公表し、透明性を確保しつつ事業を実施する。 

施策 25：入札契約情報を逐次インターネット等で公表する。 
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平成 23 年 12 月 

水  産  庁 

 

水産関係公共事業コスト構造改善の 

平成 22 年度取組実績について 
 

 水産関係公共事業のコスト縮減については、平成 12 年度に策定した「水産関係公共

事業の新コスト縮減計画」に加え、平成 15 年度からは、「水産関係公共事業コスト構造

改革プログラム」が策定され、事業の全てのプロセスをコストの観点から見直す取組が

行われてきました。 

さらに、平成 20 年度からは、これまでの取組に加えて、コストと品質の両面を重視

した「水産関係公共事業コスト構造改善プログラム」を策定し、平成 20 年度から平成

24 年度までの５年間で、平成 19 年度と比較して、15％の総合コスト改善率を達成する

ことを目標としています。 

プログラムでは、「実施状況については、コスト構造改善の着実な推進を図る観点か

ら、適切にフォローアップし、その結果を公表する」こととしており、今回、平成２１

年度の実施状況を取りまとめましたのでお知らせします。 

なお、水産関係公共事業は、水産庁及び国土交通省北海道開発局が実施する直轄特定

漁港漁場整備事業と地方公共団体が実施する補助事業であることから、水産関係公共事

業に関するコスト縮減については、事業主体である水産庁、国土交通省北海道開発局及

び地方公共団体において、水産庁が策定したコスト構造改善プログラムを踏まえて取り

組んでいるところであり、参考までにそれぞれの平成 22 年度の取組概要をお知らせし

ます。 

 

１．平成 22 年度総合コスト改善率 

水産関係公共事業 直轄漁場整備事業（水産庁）の平成 22 年度実績 

総合コスト改善率       7.6％  （改善額   78 百万円） 

物価等の変動を含めた改善率   6.4％   （改善額     64 百万円） 

⇒詳細（参考１）P 水－３ 

（参考）その他事業の総合コスト改善率 

   直轄漁港整備事業（国土交通省北海道開発局）   7.9％（改善額   1,178 百万円） 

   補助事業（都道府県営全体）           9.2％（改善額   8,234 百万円） 

注 1）その他事業の総合コスト改善率の実績について直轄漁港整備事業は国土交通省（北海道関係事業）、

補助事業は水産庁がそれぞれ集計している。 

注 2）総合コスト改善率は、平成 22 年度発注工事費（水産庁 9.5 億円、北海道開発局 137 億円、37 都

道府県計 853 億円）に対する改善額に基づいて算出したものである。 
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2．平成 22 年度の取組概要 

 1)水産関係公共事業コスト構造改善プログラム関連施策 

  ①水産庁発注工事で使用する魚礁ブロック設計の見直し 

【（３）1）計画・設計・施工の最適化】 

②防波堤におけるジャケット工法の活用 【(３) ２)民間時術の積極的な活用】 

  ③岩ズリの漁場整備事業への有効利用  【(２) 1)資源循環の促進】   
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○総合コスト改善率の内訳 

１  総合コスト改善率（平成 20 年～（基準年：平成 19 年度）） 

 H20 年度 H21 年度 H22 年度

改善率 
総合コスト改善率 3.9％ 5.2％ 7.4％

物価等の変動含み 1.1％  4.1％  6.4％

2 注１） 改善率は、平成１９年度における標準的な公共事業のコストを基準とし、各年度毎に、施策適用がなかっ

た場合における仮想的な工事積算額と実際の積算額との比較により効果を計上している。 

 

２  平成２２年度における総合コスト改善率の内訳 

 

※ １ 物価等の変動率とは、基準年度（平成１９年度）に対する当該年度（平成２２年度）の建設工事に使用する

資材費・労務費の物価変動率。 

Ｈ２２ 
総合コスト改善率 

工事コスト
構造の改

善による効
果 

ライフサイク
ルコスト構
造の改善に

よる効果

社会的コスト
構造の改善に

よる効果 
 

合計 
（総合コスト

改善率）
 

物価等の変
動率※１ 

合計 
（物価等の
変動を含め
た改善率）

水産関係公共事業 7.4% 0% 0% 7.4% -1.2% 6.4%

（参考 1） 



「水産関係公共事業コスト構造改善プログラム」

様式－３

防波堤におけるジャケット工法の活用防波堤におけるジャケット工法の活用

「水産関係公共事業コスト構造改善プログラム」
【 施策名：（３）計画・設計・施工・管理の最適化 ２）民間技術の積極的な活用 】

ほんうら

工事名：愛媛県本浦漁港水産生産基盤整備工事

概 要：（従来） （新）
ケーソン式防波堤を整備 ⇒ ジャケット式防波堤を整備

○水深が非常に深く地盤が軟弱であることから、ジャケット工法を活用し、コスト
縮減を図る。

効 果

水
－

○基礎捨石が不要で、現場施工の期間が短いため、周辺養殖業への影響が小さい。
■ 防波堤の総工事費を、4,550百万円から3,880百万円に改善

（改善額 670百万円、改善率 約15％）

－
4

ケーソン式 ジャケット式

ジャケット式防波堤

愛媛県



「水産関係公共事業コスト構造改善プログラム」

様式－３

岩ズリの漁場整備事業への有効利用岩ズリの漁場整備事業への有効利用

水産関係公共事業 スト構造改善プ グラム」
【 施策名：（２）資源・環境対策の推進 １）資源循環の促進 】

工事名：岡山県 広域漁場整備工事（アマモ場造成工事）

概 要：（従来） （新）
潜堤、アマモ場基礎工に購入材を使用 ⇒ 岩ズリを流用使用

効 果

○LPガス国家備蓄基地建設に伴い発生する岩ズリを、漁場整備事業の潜堤、アマモ場

水
－

基礎工の材料に流用して有効利用し、資材コストの縮減を図った。
H22年度 岩ズリを約１３，０００㎥ 使用

■事業費を、１２８百万円から５１百万円に改善（改善額７７百万円、改善率約６０％）

－
5

岡山県

仮置き場からの積み込み 船舶による岩ズリの運搬 工事現場付近での受け渡し・投入



「水産関係公共事業コスト構造改善プログラム」施策一覧 

 

（１）効率性の向上 

 １）合意形成・協議・手続の改善 

  施策１．合意形成・協議・手続きの改善 

 ２）事業の重点化・集中化 

  施策２．採択要件の厳格化 

    施策３．事業評価の厳格な実施による事業箇所の厳選 

（２）資源・環境対策の推進 

 １）資源循環の促進 

  施策４．水産系副産物等の再生利用 

 ２）環境対策の推進 

  施策５．自然環境と調和した漁港・漁場の整備 

（３）計画・設計・施工・管理の最適化 

 １）計画・設計・施工の最適化 

  施策６．総合的な防災計画の支援 

  施策７．設計基準類の見直し 

  施策８．漁港と漁場の一体的な整備の推進 

  施策９．関係府省との連携による効率的な整備 

 ２）民間技術の積極的な活用 

  施策 10．ライフサイクルコストを縮減する技術開発の推進 

  施策 11．施設の計画・設計において民間等が開発した新技術の積極的な活用 

 ３）社会的コストの低減 

  施策 12．地球温暖化対策の一層の推進（CO2 排出の抑制） 

    施策 13．社会的影響の低減（騒音・振動等の抑制） 

４）既存施設の効率的な保全管理 

  施策 14．ストックマネジメントの導入による既存ストックの有効活用 

    施策 15．ＩＴを活用した施設管理等の推進 

    施策 16．サンドバイパスによる効率的な漁港・海岸整備 

  施策 17．地域住民等の参画による維持管理の推進 

（４）調達の最適化 

 １）電子調達の推進 

    施策 18．入札等における電子化の推進 

 ２）入札・契約の見直し 

    施策 19．工事の計画的な発注・適切な工期の設定による工事量の平準化 

  施策 20．民間の技術提案を積極的に活かす多様な入札・契約方式の採用・拡大 

  施策 21．成績評定において請負業者の技術力を重視した評価の実施 

    施策 22．民間の資金・能力を活用する整備手法の導入 

 ３）積算の見直し 

    施策 23．「積み上げ方式」から歩掛を用いない「施工単価方式」への積算体系の転換に向けた検討・

試行 

    施策 24．市場単価方式の拡大 

  施策 25．資材単価等の市場性の向上 

水－6

（参考 3） 



（５）地域特性の重視 

 １）地域の発想の重視 

  施策 26．地域の自然条件・利用実態に柔軟に対応した施設整備 

  施策 27．住民参加型の地域づくり 

（６）透明性の向上 

 １）事業プロセスの徹底した公開 

    施策 28．事業計画の事前公表等 

 

 

水－7




